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[研 究報告要旨 ]

本研 究 は、高齢社会 を迎 えるわが国 において新 たな住宅整備政策 を提案 する

ため に、 ドイツ にお ける社会保 障制度および住宅 整備 政策 を参照 して実施す る

ものである。具体 的には、 ドイツにお ける介護保 険法 (社 会法典第 11編 )の

基本 的枠組 みや改正過程 を検 討す る ことによって、 ドイツにお ける住宅 の位置

づけ を検 討 した。本研 究の報告書 は論 文 と資料 に分 かれている。

1994年 に創設 された ドイツ の介護保険法は、在宅介護優先 を一貫 して推進 し

てきた。現 金給付である介護 手当や家族・友 人等 による介護の存在 は、 ドイツ

の介護保険 制度 の特色である。 また、ホーム法 による施設契約 の規制 も ドイツ

の特色で あ り、施設給付の統制手段 として機能 して きた。 しか し、介護保 険法

の施行後 に行われた法改正 をみ る と、 あ くまでサ ー ビスの改善 を図 るに とどま

り、住宅そ の もの に対す る政策 が採 られたわけではな い。そ して、2008年 の介

護保 険法改 正は創設以来の包括 的改正であ り、わが国 におけるケアプ ラン、地

域包括支援 セ ンター、 ケアマネージャー に類似す る制度 を創設 し、在宅介護 を

よ リー層推進す る こととな ったが、そ こにお いて も住宅その もの に対す る積極

的な政策 が採 られ る ことはなかつた。

本研 究 の結果、社会保障制度 にお ける積極 的な住宅整備政策 には限界が ある

ことが あき らか になった。高齢社会 を迎 えるわが国では、租税財源 によ る積極

的な住宅整備政策 を行 う必要が ある と思われ る。一方 で、社会保障 的観 点か ら

は、地域包括 ケアの一環 として、空き家 を利用 した居場所づ くりが注 目されて

いる。 したがって、住宅整備 政策 にお いて も、高齢者が現住す る住宅へ の政策

だけではな く、空き家 の整備 な ど社会保障領域 にお ける価値が認め られ る政策

を行 う必要 がある と思われ る。

なお、本研 究では ドイ ツの現 地調査 を実施 した。資料 としてその内容 を報告

書 に付記 している。


